
担当 電話

（出資割合 ）

① ② ③

④ ⑤ ⑥

〒 電話

（詳細については事業評価シート参照）

[No.]　[主要事業名]　（該当ページ）　

[設立・出資目的と当該事業との具体的な関連性]

① ②

③ ④

⑤ ⑥

⑦ ⑧

÷ 総支出

(3)主要事業の有効性 （出資・設立目的に対して事業効果は、十分出ているか）

(4)主要事業の質・量 （出資・設立目的の達成のために、必要十分な事業が実施されているか）

役員 10歳代 14 年
常勤理事 20歳代 1 年
常勤監事 30歳代 0
非常勤理事
非常勤監事 理事長

職員 副理事長
常勤管理職
常勤一般職
非常勤職員

(2)総支出に占める事業支出割合 99.4%

評価

理由

評価

(主要事業支出合計 823,449千円 828,649千円)

十分出ている ■高める余地あり

0

H31.4.1時点

実施されている ■一部見直す必要がある □

R02.4.1時点
89
84

R3.7

23 31

0

11 職員総数の推移(人)

歳

8
11

令和3年4月1日現在(単位：人)

代表権のある役員の
就任年月

役員の任期

生涯学習の普及振興のため、多様かつ時宜を捉えた学習機会の提供とともに、アウトリーチを中心に
身近な地域で学びを深められる環境づくりが進められており、出資・設立目的に沿って事業が実施さ
れているが、新型コロナウイルスの影響を踏まえ、事業内容等の見直しを進めていく必要がある。

実施されていない

50,000千円

平成11年(1999年）４月１日

札幌市における生涯学習の普及振興に資
する事業を行うとともに市民の学習活動
を総合的に支援し、もって生涯学習の推
進に寄与することを目的とする。

011-211-3871田渕

青少年科学館の管理運営を通じ、科学及び天文に関
する展示、実習・実験、講習会などを行うことで、
地域における生涯学習の普及振興を促進する。

(1)

生涯学習センター管理運営業務（6ページ）

団体所在地

２　実施事業

沿
革

財団法人札幌市生涯学習振興財団設立

札幌市青少年科学館の管理運営を受託

札幌市生涯学習センターの管理運営を受託

教育委員会生涯学習部生涯学習推進課

札幌市生涯学習センター及び札幌市青
少年科学館の指定管理者に指定

代表者 理事長（常勤）　長谷川　雅英（市ＯＢ）

平均年齢

0

□□

生涯学習センターと青少年科学館を拠点として、学習機会のアウトリーチや講師・ボランティアの育
成に取り組むなど、生涯学習の推進に寄与する事業効果は出ているが、効果をさらに高め、地域に波
及させていくためには、育成した人材の活用と生涯学習関連施設等との連携を拡充する必要がある。

063-0051 011-671-2210

青少年科学館管理運営業務（7ページ）

令和３年度　出資団体評価シート
１　基本情報

団体名 （公財）札幌市生涯学習振興財団

設立年月日

設立・出資目的

基本財産

所管課

記入者

平成11年(1999年）４月１日

本市出資額

出資年月日

平成11年

平成11年

平成12年

平成18年

25,000千円 50.0%

平成25年

0

2

公益財団法人へ移行

生涯学習センターの管理運営を通じ、学習機会の提供やボラ
ンティア等の育成、学習ニーズを把握するための調査などを
行うことで、地域における生涯学習の普及振興を促進する。

主な出資者
札幌市 (50.0%) （公財）札幌市生涯学習振興財団 (50.0%)

理由

本市OB

３　団体職員・構成員等

□

0 0 0 0

本市派遣プロパーその他

出ていない

2

37.5

札幌市西区宮の沢１条１丁目１－10

総数

10

75

50歳代
60歳代

プロパー職員の年齢構成
理事40歳代

5 2

1 0 0 監事

7
2

0

3

（公財）札幌市生涯学習振興財団
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※数字は団体決算ベース（金額単位：千円）

経常収益(a)

経常費用(b)

うち管理費等(c)

うち人件費(d)

当期経常増減額(e)

当期正味財産増減額(f)

資産(g)

流動資産(h)

固定資産(i)

うち基本財産(j)

負債(k)

流動負債(l)

固定負債(m)

正味財産(n)

借入金残高(o)

R2年度決算の概要　

区分

(e)

(g)

(k)

※詳細は、別添の貸借対照表、正味財産増減計算書を参照。

※数字は札幌市決算ベース（金額単位：千円）

 市委託料

市業務委託料

うち随意契約

市指定管理費

うち非公募

（参考）再委託額

うち市業務委託分

再委託率

 損失補償等限度額

 損失補償契約等に係る債務残高

 （参考）市施設利用料金収入

うち非公募

４　財政状況

（経常収益比）

(1.5%) (＋183)

(44.6%) (▲ 32,288)

(▲ 77,425)

(▲ 91,973)

（前年比）

財
務
状
況

正
味
財
産
増
減
計
算
書

正
味
財
産
増
減
計
算
書

経
常
増
減

(100.0%)

(▲ 2,932)

(＋831)

(＋15,871)

貸
借
対
照
表

(▲ 2,101)

(0)

(＋17,053)

0

741,052

５　本市の財政的関与

（前年比）R1年度決算

(＋14,548)

(＋12,510)

(0)

(▲ 17,629)

(＋3,018)

(0)

(▲ 14,611)

0

170,054

 市貸付金

(33.4%)

(▲ 19,678)

(▲ 103)784

(＋18,400)

(＋18,400)

(▲ 1,347)

(▲ 1,347)13,145

727,907

727,907

273,081

887

(36.9%)

13,145

(▲ 76,831)

(0)

(▲ 76,831)

(0)

(0)

0

0

(▲ 3.4%)

(0)

63,742

0

63,742

R1年度決算

918,653

920,622

12,058

407,070

▲ 1,969 12,579

12,510

330,699

R2年度決算

841,228

828,649

12,241

374,782

▲ 3,361

332,800

162,746

50,000

99,586 84,975

59,653

25,322

245,724

167,122

163,577

50,000

77,282

22,304

233,214

0

140,573

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、生涯学習センターの施設利用料や青少年科学館の観覧料収入が大き
く減少した結果、経常収益が前年比で77,425千円減少した。一方で、退職不補充による人件費の減少や光熱水費の
節減、事業中止に伴う委託費等の減少により、経常費用も前年比で91,973千円減少した。その結果、当期経常増減
額は14,548千円増加した。
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、施設利用料や観覧料収入の減少に伴い未収入金が減少したことか
ら、流動資産は前年比で2,932千円減少した。一方、固定資産は退職給付引当資産の増加分がソフトウエアやリー
ス資産の減価償却による減少分を上回ったことにより前年比で831千円微増した。その結果、資産全体は2,101千円
減少した。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、翌事業年度に係る施設利用料や講座受講料など前受金が大きく減少
した結果、流動負債が前年比で17,629千円減少した。退職給付引当金の増額に伴い、固定負債は前年比で3,018千
円増加したが、負債全体は14,611千円減少した。

当期収入の増減、収支の状況、資産・負債の大幅な変動の要因等

区　分

区　分

0

 市貸付金残高

 市補助金・交付金・負担金

R2年度決算

0

758,105

11,798

11,798

746,307

746,307

253,403

140,573

0

0

0

0

（公財）札幌市生涯学習振興財団
2



６　財務指標に基づく評価

剰余金(n-j)

自己資本比率(n÷g)

流動比率(h÷l)

固定比率(i÷n)

借入金依存度(o÷g)

職員一人当り経常収益

職員一人当り管理費

市依存度（収入）

市財政的関与割合(収入）

(注１)市収入＝市補助金・交付金・負担金＋市業務委託料（随意契約分）＋市指定管理費（非公募分）＋市施設利用料金収入（非公募分）

(注２)市収入＝市補助金・交付金・負担金＋市業務委託料＋市指定管理費＋市施設利用料金収入

７　「札幌市出資団体の在り方に関する基本方針」に基づく具体的な行動計画の総括評価

　※1詳細については具体的な行動計画（別冊子）を参照

　※2指標の実績値は各年度末時点のもの

(1)出資・出捐

No.

目標
実績

(2)人的関与

No.

目標
実績
目標
実績
目標
実績

② 市職員の評議員への就任数
1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1

2

11

3 3

1

3

11

3

H30年度 R元年度

33
2

ここでは、具体的な行動計画(※1)で示した取組目標について、年度ごとの指標(※2)の達成状況と集中取
組期間の総括評価を行う。

出資の見直し（令和２年度に12,500千円の返還を求める）

市職員派遣の継続

評
価

　市職員３名（生涯学習センター：部長職１名、青少年科学館：教員２名）を団体に派遣してきたが、長期にわ
たる関与の実績を踏まえ、令和元年度より、団体の自主性確保のために生涯学習センターへの部長職１名の職員
派遣を終了した。青少年科学館への教員２名の派遣は継続し、学校と連携した取組の促進を図っている。団体の
評議員及び役員には、計画どおり市職員が１名ずつ就任した。今後も、主要出資者としての経営責任を果たして
いく。

①

③ 市職員の役員への就任数

　○取組目標
　指標名

R２年度

11

220.0% 280.2% (＋60.1%) 流動資産÷流動負債

69.8% 66.6% (▲3.2%)

⑴健全性

183,214 195,724 (＋12,510)

理
由

健全性については、累積損の状態になく、自己資本比率、流動比率及び固定比率についても好ましい数値を示し
ており、また、令和２年度においては、前年度まで三期連続して赤字となっていた当期正味財産増減額が黒字と
なった状況も踏まえ、「非常に高い」と評価している。
生産性については、人件費率や管理費率が微増しているが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により、施
設利用料や自主事業収入の収益性が低下していることや、施設休館等に係る市の補償費も経常収益に含まれてい
ることなどを踏まえると、指標からは一概に評価できない。自立性については、上述のとおり自主事業収入の減
少や市の補償費もあり、依存率はさらに上昇しているため、今後の社会情勢を鑑みると、既存の自主事業の増収
策に加え、新しい事業展開の検討が必要である。

⑶自立性
市収入(注1)÷経常収益

管理費等÷職員総数

　○取組目標

（金額単位：千円）

前年比較減

項　目

前年比較減

前年比較増

R2年度 (前年比)

⑵生産性

10,322千円 10,015千円 (▲ 307千円)

135千円 146千円 (＋10千円)

44.6% (＋0.2%) 前年比較減

評価基準

1

正味財産÷資産

1

高い

未達成

経常収益÷職員総数

備　考

管理費率(経常収益比)(c÷a) 1.3% 1.5%

固定資産÷正味財産

0.0%

R1年度

前年比較増

≧50％

≧150%

≦100％

0.0% (0.0%)

正味財産-基本財産

70.1% 74.3% (＋4.2%)

健全性の評価

R２年度

97.7% (＋1.7%)

市収入(注2)÷経常収益

■ 非常に高い □

25,000千円

計画策定時 H28年度 H29年度

25,000千円

H30年度 R元年度

25,000千円

管理費等÷経常収益

人件費率(経常収益比)(d÷a)

借入金残高÷資産

44.3%

前年比較減

□□□ 概ね健全 やや低い 低い

前年比較減

前年比較減

人件費÷経常収益

(＋0.1%)

96.0% 97.7% (＋1.7%)

96.0%

①

33
市職員派遣数

25,000千円

25,000千円
市出捐金

25,000千円
　○総括評価

評
価

　令和３年８月１日現在、本市の出捐金は25,000千円、出資比率は50％である。令和２年度において出資見直し
を予定していたが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により、団体が管理運営する施設の利用料金収入が
大幅に減少し、資金繰りの悪化など経営面への悪影響を避けるため、返還(寄付）を見送った。今後、団体の財務
状況を注視しながら、返還時期や方法の再検討を含めて出資見直しに向けた協議を進めていく。

12,500千円

25,000千円

【取組結果】

25,000千円25,000千円 25,000千円

　指標名
計画策定時 H28年度 H29年度

3

11
　○総括評価

達成
【取組結果】

（公財）札幌市生涯学習振興財団
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(3)団体の活用

No.

目標
実績
目標
実績

(4)更なる経営の安定化

No.

目標
実績
目標
実績

(5)団体統制

No.

目標
実績

10,330
20,00019,000

22,021
20,000
21,156

18,000
20,502

②

30
22

27
35

30
31

23
3626

17,500
20,221

H30年度 R元年度 R２年度

73,135千円 36,736千円

　指標①については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により、自主事業収入が減少したほか、施設休館
等に伴う市からの補償費もあり、結果として依存率が高まった。指標②についても、同感染症拡大に伴う施設利
用自粛の影響で利用料金収入は大きく減収した。令和２年度の状況を差し引くと、期間中は概ね目標値を達成し
つつあったものと評価するが、今後の社会情勢を鑑みると、経営安定化のためには、団体の自立性の向上に向
け、既存自主事業のさらなる増収策や新たな自主事業の検討を進めていく必要がある。

95.5% 95.7% 96.0% 97.6%
74,616千円 75,000千円 75,200千円

H29年度
　○取組目標

　指標名

団体の専門性を活かした事業の展開（指標①については、生涯学習センター以外の地域コミュニティ施設等で開催する講座等の実施数）

新たな事業展開による団体の自立性の向上

団体の人材育成（公益法人運営に必要な知識及び指定管理施設の管理に関する外部研修への参加）

　○取組目標
　指標名

75,400千円

73,253千円 73,528千円

青少年科学館を利用して理科学
習を実施した児童生徒数 17,214

　○総括評価
達成

H30年度

①
地域会場等での講座等の実施数
（生涯学習センター） 23

25

75,155千円

95.0%

R元年度 R２年度計画策定時 H28年度 H29年度 H30年度

① 市への財政的依存率
95.6%

評
価

　○取組目標
　指標名

計画策定時

　指標①については、コミュニティ施設や図書館における講座を充実し、地域の身近な施設で学びを深められる
環境づくりに寄与した。指標②については、プラネタリウムを活用した学習投影や学習サイエンスショー、理科
授業プログラムの実施を通じ、専門性を生かして学校と連携した取組を推進した。令和２年度は、新型コロナウ
イルス感染症拡大の影響を受け各種事業を中止した結果目標を下回ったが、当初の目標を達成すべく取り組んだ
ものと評価する。

H29年度 R元年度 R２年度H28年度

95.2%
95.5% 95.0% 95.0%

95.8%

① 職員研修件数
20 21

② 利用料金収入（生涯学習センター）
74,020千円

計画策定時 H28年度

　○総括評価
未達成

【取組結果】

75,809千円

評
価

22 22 22
20 22 21 26 22 9

【取組結果】

　○総括評価
達成

評
価

　消費税軽減税率制度や働き方改革関連法など法人経営に必要な知識を習得するための研修のほか、防火管理や
舞台技術など施設の適切な運営管理に必要な知識を得るための研修、図書館や博物館等に関する実施事業の内容
充実に資する研修に取り組んだ。令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、予定していた外部
研修の中止等により目標を下回ったが、期間中を通じて積極的に取り組んだものと評価する。引き続き、外部団
体による研修等に参加し、法人経営や施設管理の面でのノウハウを蓄積していくとともに、組織的な人材育成と
生涯学習・社会教育に関する団体の専門性向上を図っていく。
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【取組結果】
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(6)札幌市の施策との連動

No.

目標
実績
目標
実績

ホームページ公開情報
ホームページアドレス

Eメールアドレス

【経営状況等】
■ 定款 ■ 役員名簿 □ 団体機構図 ■ 事業計画書 ■ 予算書
■ 事業報告書 ■ 決算書 □ 中長期的な経営計画

【事業情報等】
■ 実施事業（イベント）情報 ■ 管理施設情報
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

ホームページ以外の情報媒体

※特記ない限り、本評価シートの情報は令和３年7月1日現在のものです。

広報誌「ら・ちえりあって」の発行、「札幌市青少年科学館イベントスケジュー
ル」の発行、「科学館ニュース」の発行、各種パンフレット等の発行、市広報誌、
地下鉄広告等

広報誌・冊子の発行：

なし
http://chieria.slp.or.jp/disclosure/index.html

障がいのある方の自立支援（指標①については、冊子、リーフレット、名刺等の印刷物の作成などの委託）

８　情報公開等の状況

評
価

　指標①について、令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、事業中止により印刷物の発注機会
自体が減少したため、実績値が目標値を下回ったことはやむを得ない。引き続き、障がいのある方の自立支援の
推進に向け、障害者就労施設からの優先物品調達に取り組んでいく。指標②については、団体としては積極的に
受け入れる体制を整え準備していたが、札幌市側の受け入れ依頼に左右された結果、実績値が目標値を下回った
ものである。引き続き、依頼があった際には常に協力できるよう体制づくりを進めていくとともに、職場実習が
さらに有意義な取組となるよう、受け入れ先との連携を密にし、実習内容の充実にも努めていく。

　○取組目標
　指標名

②
特別支援学校の実習生の受
け入れ人数

1 1 2 2 2
1 1 0 1 1 1

①
障害者就労施設等からの物
品調達や業務委託件数

13 15 17 17 17
13 20 29 23 23 10

計画策定時 H28年度 R２年度

【取組結果】

　○総括評価
達成

R元年度H29年度 H30年度

（公財）札幌市生涯学習振興財団
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１．事業概要

２．実施結果

収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

３．所管局による評価

市委託料(随意契約)

R3年度目標
62.3
1,039

R3年度目標

(▲ 5,442)
(▲ 9,161)

(▲ 49,595)

2,037

R2年度目標

6,586
430,097
402,032
28,065

(▲ 28,250)
(▲ 28,134)

(▲ 116)
(▲ 21,345)

61,000

⑶成果指標 R2年度実績
62.3
1,238
62,099

R2年度目標
80.7

25,000

R1年度実績
79.8
4,755
54,622

➊
➋
➌ メディアプラザ利用者数（人）

生涯学習センター貸室利用率（％）
さっぽろ市民カレッジ受講者数（人） 4,888

➌

事業目的に対して事業の効果は

356,980
79,615
7,479
15,747
458,347
430,166
28,181
14,619
103.19%

R1年度実績
281

（前年比）

(▲ 4.75%)

306 151

⑵
収
支
状
況

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響で利用料金収入が大きく減少した。事業費の削減に取り組み支出も減少し
たが、事業収支は大きな赤字となった。今後も利用料金や講座受講料等の大幅な増収が見込めない情勢下において
は、事業の実施体制の見直しなど支出削減に向けた取組とともに、施設スペースの有効活用などの新たな自主事業
を展開していく必要がある。

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

当該事業の収支状況は □ 良好 ■ 見直しの余地あり □ 要改善

十分出ている 高める余地あり 出ていない□ ■ □

　令和2年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、貸室利用率は目標値を大きく下回った。さっぽろ市民カ
レッジについても、やむなく中止した講座が多数あり、講座数・受講者数ともに目標値には届かなかった。一方
で、コミュニティ施設や図書館における事業展開を継続し、「第３次札幌市生涯学習推進構想」の重点施策である
「身近な地域で学びを深められる環境の整備」に資する取組を進めてきたことは評価できる。また、メディアプラ
ザの業務に関して、絵本の読み聞かせ事業など、図書関連業務を中心に新たな利用者層の開拓に取り組んできたと
ころであるが、メディアプラザには、資料貸出のほかに講座企画等の過程で蓄積した講師情報やノウハウを地域に
提供していくための相談・情報発信機能の一層の充実が求められる。広報誌で講師バンクのＰＲを行うなど新しい
取組も見られ、このような工夫の継続・充実を期待したい。

➋
➊ さっぽろ市民カレッジ講座数

⑴
事
業
収
支

(

単
位
　
千
円

)

項目

▲ 6,726
98.44%

50.3

⑵活動指標

自主事業収入（補助金除く）

R1年度
472,966
51.5

13,145
0

R2年度
423,371

0
11,798

R2年度実績
107

366,214

⑴事業内容

⑵事業目的

⑶事業開始

355,755市指定管理費(非公募)

事業評価 （ 1 ） 生涯学習センター管理運営事業

事業所管課： 教育委員会生涯学習部生涯学習推進課 担当： 渡辺 電話： 011-211-3871

平成12年(2000年）８月

11,798

(0)

市民に自主的な活動及び交流の場を提供し、生涯にわたる学習活動を総合的に支援するため、生涯学習セン
ターを管理運営する。また、「第３次札幌市生涯学習推進構想」の実現に向けて主要な役割を果たしてい
く。

(▲ 1,347)
(＋9,234)

(▲ 42,879)

①施設・設備の維持管理業務
②貸館業務（ホール、研修室、スタジオなど）
③学習機会提供事業
 ・さっぽろ市民カレッジ、生涯学習関連機関等連携事業
④人材活用育成事業
 ・学習支援者育成・活用事業（市民講師(ご近所先生)育成など）
 ・生涯学習関連施設職員研修事業（区民センター等の職員を対象に研修を実施）
 ・生涯学習ボランティア育成事業（講座企画や視聴覚教育に関わるボランティア団
体への活動の場の提供、研修の実施）
⑤学習活動支援事業
 ・メディアプラザ運営事業（学習相談、図書・音楽等教材貸出）
 ・生涯学習情報収集・発信事業（情報誌の発行、ＨＰでの学習情報の提供）
 ・生涯学習普及啓発事業（ちえりあフェスティバル、サークル発表会の開催）など
⑥調査研究事業（生涯学習センターと図書館の連携による学習機会提供について）
⑦自主事業（自動販売機、飲食店運営等）
⑧視聴覚センター管理運営事業等
 ・学習教材開発事業、視聴覚教材貸出事業等
【市の関連事業名】
生涯学習センター運営管理費

36,736

（公財）札幌市生涯学習振興財団
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１．事業概要

２．実施結果

収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

３．所管局による評価

要改善

　新型コロナウイルスに伴う休館等の影響が大きく、観覧料収入及び自主事業収入が大幅に減少したが、人件費や
物品の購入等の支出を抑えることにより、黒字となった。今後は新型コロナウイルスの影響も踏まえながら、費用
対効果を検証のうえ有効な事業を精査していくとともに、新規自主事業による安定収入の確保を進めていく必要が
ある。

□ 出ていない

　新型コロナウイルスの影響により、観覧者数や事業参加者数は減少しているものの、感染対策を徹底したうえ
で、常設展示を基本として、実演展示、企画展示、特別展示などにより幅広い市民に科学を楽しく学べる場を提供
している。また、プラネタリウムでは、リピーターを増やすためのプラネタリウムスタンプ制度やオンラインを活
用した事業を多数実施しており、こうした新しい取組についても、団体の創意工夫のひとつとして評価できる。
　今後も新型コロナウイルスの影響による制限や利用者の減少が想定されるが、従来の企画等について実施手法を
見直すことはもちろん、オンラインの更なる活用等ウィズコロナ・アフターコロナを意識した事業展開を進めてい
く必要がある。

⑵
収
支
状
況

当該事業の収支状況は □ 良好 ■ 見直しの余地あり □

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

事業目的に対して事業の効果は □ 十分出ている ■ 高める余地あり

➏
➎
➍
➌

185,800
➋ 事業参加者数（人） 113,953 100,000 26,518 53,000

⑶成果指標 R1年度実績 R2年度目標 R2年度実績 R3年度目標
➊ 入場者数（観覧者数）（人） 294,471 300,000 116,429

➏
➎
➍
➌

1,750
➋

⑵活動指標 R1年度実績 R2年度目標 R2年度実績 R3年度目標
➊ 事業実施回数(回） 1,801 2,000 1,071

▲ 418 24,478 (＋24,896)
99.91% 106.22% (＋6.32%)

417,164 365,287 (▲ 51,877)
28,695 28,065 (▲ 630)

(0)
370,927 380,093 (＋9,166)

2,529 6,252 (＋3,723)
445,859 393,352 (▲ 52,507)

60,958 27,006 (▲ 33,952)

417,830 (▲ 27,611)
48.5 49.7

0 0 (0)

⑵事業目的
科学及び科学技術に関する知識の普及啓発を通して創造性豊かな青少年の育成を図る。また、
「札幌市青少年科学館活用基本構想」の実現に資する事業展開を進めていく。

⑶事業開始 昭和56年(1981年）10月

⑴
事
業
収
支

(

単
位
　
千
円

)

項目 R1年度 R2年度 （前年比）
445,441

自主事業収入（補助金除く） 11,027 4,479 (▲ 6,548)

0 0

⑴事業内容

①施設・設備の維持管理業務
②科学及び科学技術普及振興事業
 ・科学教室（日曜実験室、サイエンジャー科学教室など）
 ・出前イベント（移動科学館、移動天文台、移動プラネタリウム）
③展示関連事業
 ・常設展示（「見て・触れて・考えて」をテーマにした展示）、実演展示など
 ・実験・実習（学習サイエンスショー、理科授業プログラムなど）
 ・特別展、企画展など
④天文関連事業
 ・プラネタリウム（学習投影、特別投影、プラネタリウム祭りなど）
 ・天体観望事業（科学館観望会、屋上天文台昼間観望、札幌市天文台公開）
⑤共催事業・協力事業
 ・夏休み天体観望会、さっぽろ星まつりなど
⑥その他科学普及事業
 ・学校支援事業（職場体験、教員研修、実験実習セットの貸出など）
【市の関連事業名】
青少年科学館運営管理費

市指定管理費(非公募) 367,458

事業評価 （ 2 ） 青少年科学館管理運営事業

事業所管課： 教育委員会生涯学習部生涯学習推進課 担当： 髙橋 電話： 011-211-3871

（公財）札幌市生涯学習振興財団
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